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（一）長期波動とカタストロフ局面
　長期波動論議にとって、最初に念頭に入れなければならない問題の一つは、長期波動が、世界経済現
象であるということである。すなわち、長期波動がそこに存在するということは、単に特定の一国が、
長期的に下降したり上昇したりするのではなく、多数の諸国によって構成される世界経済が全体的現象
として同時発生的に下降したり、上昇したりするということである。例えば、慢性的に低滞している特
定の途上国が、長期不況状態にあったとしても、世界的長波現象がそこに存在するとは云えない。また、
そのことが世界経済の全体に対してほとんどなんの影響も与えないことも明らかである。長期波動現象
が発生するためには、世界経済を主導するような「覇権国」ないし「主導国」と呼ばれる大国が、他の
後続国である「先進国」や「新興国」、「発展途上国」との関係で、世界経済的内部構造の矛盾を生み出
し、世界経済の実体に、ある大きさの振幅と長さを持った経済的律動を生み出す時にのみ、長期波動の
存在が可能となるのである。世界経済は多くの諸国から構成された一つの統一的「全体性」であるが、
それは同等の類似的地位に並存している国々から構成されている全体性ではなく、発展の構造段階に応
じて継起的縦列状態にあるものであり、各国は世界経済の置かれた態様に応じて独特の「外延的構造」
をもつのである。例えば、世界経済で中心的役割を担う「覇権国」は、「国際公共財」とも云うべき、時
代的戦略技術を創造開発し、「革新的新産業」をつくり出す一方、世界通貨としての基軸通貨を発行した
り、さらには、自由で開放的な市場を後続国に提供することによって、世界の全体性を調和的に下支え
する役割を担う「パイオニア的性格の外延的構造」をもつのである。これに対して「先進国」、「新興国」、
「発展途上国」は、世界経済の全体性において本質的に「後続性」を特徴とする「キャッチ・アップ的
性格の外延的構造」をもち、その特質は、根本的に規制残存的閉鎖性の経済パターンであるということ
ができる。この場合、先進国と新興国は、単に発展の構造段階が進んでいるか遅れているかの違いであ
り、先進国は新興国に比べて、規制残存的閉鎖性が相対的に少ない経済である。また「発展途上国」は
世界経済で「周辺的性格の外延的構造」をもち、世界経済の中心から遠隔的位置にとどまる経済である。
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　長期波動が世界経済現象として示現するためにはこ世界経済を構成する諸国の縦列的全体性に、発展
の構造的矛盾が生起することである。
　いま、世界経済を構成する国々を、覇権国、先進国、新興国、途上国の四種類に区分し、さらに先進
国の中でも、覇権国に限りなく、キャッチ・アップし、次期世界覇権を奪取するほどの勢いをもつ国を
「挑戦国」と名づけ、通常の先進国と区別するものとするω。挑戦国は、世界経済の全体性においてその
性格が、「覇権交替的相剋の外延的構造」をもつ経済である。挑戦国の典型的な歴史的出現は、1880年代
のドイツであり、1920年代のアメリカであり、1980年代の日本である。
　世界経済の全体性に長期波動をつくり出す原因は、覇権国のパイオニア的性格の外延的構造が弱体化
し、挑戦国の覇権交替的性格の外延的構造に打ち負かされ、世界経済的相剋の構造矛盾をつくり出すこ
とである。これまでの長期波動論議の中で欠けている重要な視点は、既存「覇権国」と「挑戦国」の経
済覇権をめぐる熾烈な世界経済的相剋の歴史弁証法的対立に考慮が払われていないということである。
　アダムスミスやリカードを代表とするイギリス古典派経済学とリストによって代表されるドイツ的幼
稚産業保護論との問には、単なる経済発展段階の相違にもとつく価値判断の違いがあるのではなく、そ
こにはイギリス覇権が持つ工業の絶対的優位の競争力が、ドイツにとっても、次期主導産業であり、付
加価値率や雇用吸収力、所得成長力から云っても、譲ることの出来ない国力の基本的形成基盤となるも
のである。かかる次期主導産業は、比較劣位だからと云って、グローバルな交換経済の自由取引に全面
的にゆだねることは許されず、ドイツにおいては、国家的、政治的な価値判断にもとついて保護育成さ
れるべき対象となるものである。このような場合、ドイツは、イギリスのもつ自由貿易主義の「グU一
バリズム」的交換価値説に立脚することはできず、挑戦国でありながら本質的にキャッチ・アップ的性
格の外延的構造を持つ経済基盤であるために、保護貿易主義の「ナショナリズム」的生産力価値説に立
たざるをえないのである（2）。
　スミスとリストの自由と保護に関する政策的価値判断の問題は経済学の古典的な論争の一つではある
が、今日この論争は覇権国あるいは先進国対新興国あるいは発展途上国との関係において、後者の「幼
cn「新型雁行形態」は、従来の雁行形態に逆輸入を加えることによって、雁行形態の一般型を定義し直したものである。三財（A商品
＝労働集約品、B商品＝資本集約品、　C商品＝革新商品）、四国（覇権国、先進国、新興国、発展途上国）を仮定して上で、覇権国は技
術革新によって、新産業（C商品）を創造する国、すなわち「革新創造的構造変化］を実現する国として定義され、また先進国は、リ
ーディングセクターとしてB商品をもつ国であり、旧産業のA商品からB商品へと投入生産要素の主力を転換し、「高転換の構造変化」
を実現した国である。また新興国は、A商品の「輸入代替的構造変化」を実現した国として定義され、学習模倣的努力によって、　A商
品に関するキャッチ・アップを実現した国である。発展途上国は、その発展段階において様々なレベルが考えられるが、基本的には天
然資源集約的農鉱産物を主要産業とする国として定義される。新型雁行形態論における世界経済システムの覇権安定条件は、覇権国が
技術革新によって新産業（C商品）を創造することと、各国がそのレベルに応じて「逆輸入促進的構造変化」を実現することである。
毛馬内勇士、明治大学『政経論叢』第68巻、第4号、PP26－30参照。
（2）リストの幼稚産業保護論の対象となるケースは、リカードの比較生産費説で示せば、同一商品の生産費が2つの国において相違し
ている場合である。例えば後進国（＝A国）における新興工業の農業に対する比較生産費、（Pエ／P農）Aが先進国（＝B国）における
工業の農業に対する比較生産費、（Pエ／P農）Bと対比して高い場合、すなわち、（Pエ／P農）A＞（Pエ／P農）Bのケースを持つ時、両国は
不均等同質化の比較生産費をもつものと定義することができる。この不均等同質化の比較生産費にもとついて、リカードの「交換価値
説Jに従い、自由貿易を行なえば、A国は農産品を輸出し、工業品を輸入することになり、A国の新興工業は、　B国に圧倒され、農業
へと低転換せざるをえない。低転換を回避するためには、リストの「生産力価値説」にもとついて、新興工業を保護育成し｛過渡的に
は消費者の不利益とはなるが、自由貿易を離脱する必要がある。保護された産業は生育した将来において、雇用は増大し、コストは低
下し・国民経済の福祉を増進することになる。今日なお、「不均等同質化の比較生産費」を持つ場合の交換価値説対生産力価値説の相
剋は・特に「覇権国」対「挑戦国」の間では・次期主導産業をめぐって同じような問題に直面すると云える。赤松要、『世界経済論』
国元書房、昭和40年、PP　131－133参照。
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稚産業育成論」として認められ、前者の「成熟産業保護論」はグローバリズムの潮流の中で認められて
いない。しかしもっと大きな問題は、覇権国対挑戦国との関係で発生する次期主導産業をめぐる主導権
争いであり、それに伴う覇権交替的相剋の外延的構造の発生である。次期主導産業はどちらの国にとっ
ても、国力の発展にとって不可欠な重要産業であり、従って両国の世界経済における外延的構造の特徴
は基本的に外部否定の相互経済矛盾をもち、グローバリズムという「自由主義」であったり、自主規制
を求める貿易の抑止であったり、管理貿易による「保護主義」であったりして、不安定なものとならざ
るをえない。
　覇権国と挑戦国の世界経済的相剋関係がもつ歴史弁証法的対立による実体面の外部構造が、現実に長
期波動をつくり出すためには、国際通貨面の撹乱作用が増幅的に複合し、縮小均衡的デフレ経済へと動
きはじめる時である。
　覇権国と挑戦国の外部構造の実体が、国際通貨の擬乱的作用によって複合的に縮小均衡化し、長期波
動を生み出した歴史的な事例の典型例は、1925年の覇権国イギリスによる「金本位制への復帰」である。
1920年代に主要諸国は金不足を基調とする世界経済的背景のもとで、第一次大戦中停止していた金本位
制を再開復帰した。この金本位制への復帰は、各国中央銀行の金準備確保のため、貨幣用金の需要を増
大させ、諸国は金流出を阻止すべく、賃金・物価の引き下げを中心とするコスト低落によって強力なデ
フレ政策を採用したのであった。とくに、イギリスの「金本位制復帰」は、旧平価によるポンド高のも
とで実施され、覇権国イギリスの貿易収支を悪化させると共に、ポンド不安と金投機によって国際通貨
面からデフレ的縮小均衡化作用を世界経済にもたらすこととなった。当時の挑戦国アメリカは1919年に
金本位復帰を実現していたが、第一次大戦で獲得した債権国的バブルは、世界の全面的金本位制復帰を
導火線として、1929年の株価暴落で、崩壊することになり、その後「コンドラチェフ皿」の長波的下底
へと世界経済を底割れさせた（3）。
　さらに、長期波動発生の第二の典型的な歴史的事例は金本位制復帰とは全く逆の1971年ニクソンショ
ックによる「金・ドル交換停止」をあげることができる。ニクソン大統領は、戦後覇権国アメリカの貿
易収支悪化に伴う世界的金投機によるドル不安に対処するため、1オンス＝35ドルの「金為替レート」
を廃止し、国際通貨としての金の使用を停止した。それ以来国際通貨ドルは、一定の金価値に裏打ちさ
れた通貨ではなく、単なる紙幣として為替市場で売買される可変的通貨となったのである。ドルと金の
交換停止は、覇権国アメリカの貿易赤字と連動してただちに国際経済に様々な影響をもたらした。まつ
石油価格が2度にわたって暴騰し、これによって一層アメリカ経済は窮地に陥ち入ると共に、「双子の赤
〔3）経済の長期波動は、コンドラチェフによって、はじめて実証的に示されたもので、世界物価や生産量、金利、賃金、貿易額などを
手がかりとして、約50～60年を周期とする長期波動を検出した。世界物価を基準とする長期波動は、今日まで、4波が観測され、各々
のクロノロジーは以下の表のように示される。
T P T’ サイクルの長さ
コンドラチェフ1 1789 一 1814一 1849 60年
コンドラチェフn 1849 一 1873 一 1896 47年
コンドラチェフ皿 1896一 1920一 1945 49年
コンドラチェフW 1945一 1973一 現在 （一）
T；Trough（谷＝始点）、　P＝Peak、　T’＝Trough（谷＝終点）
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字」が拡大し、世界の為替市場で決まるドルの価格は、変動相場制を通じて円やマルクに対して相対的
に低下し続けたのである。このような情勢のもとで挑戦国日本にって戦後最大の重要な意味をもつ国際
通貨会議は、1985年に開催された「プラザ会議」であり、大幅な円高の誘導に合意したことであった。
この円高は、今にして思うと日本にとって「誉め殺し相場」とも云うべきもので、その後の超円高と世
界史的巨大バブルをもたらす契機となったものである。
　挑戦国日本の経常黒字は、黒字国の責任において、自から調整すべきものであり、金融緩和と積極財
政による内需拡大によって輸入を拡大することであった。しかし、本質的にキャッチ・アップ型であり、
規制残存的閉鎖経済の外延的構造をもつ挑戦国日本は、内需拡大が国内市場の成熟飽和を背景として土
地や株への資産投機を招き、バブルを肥大化させるだけで貿易収支の黒字を是正するものとはならなか
った。
　貿易収支の構造的黒字を是正するための内需拡大が、黒字を減少させることなく、バブルを発生させ
た最大の理由が、挑戦国日本の外延的構造の特徴にあり、規制残存的閉鎖経済にあった。とくに金融部
門の自由化が遅れたことは、資金循環を国内だけに滞留させ、資産価格の暴騰をもたらし、バブルを発
生させると共に、円高によって内外価格差を著しく拡大させるものとなった。
　日本の金融自由化が遅々として進まなかった最大の問題は、金融部門が現在及び将来にとっても日本
の主導部門の一つであり、世界市場で劣位性をもち、従って競争市場で外部否定の矛盾をもったとして
も、規制残存的閉鎖性にもとついて、保護育成する必要があったからである。
　日本は挑戦国というキャッチ・アップの最先端に到達したがゆえになおさら、覇権国アメリカとの間
に強い構造矛盾を発生し、大幅な円高合意とバブル発生によって、自から長波的下底局面を呼び込む結
果を招いてしまったと云えるのである。
　覇権国が衰退したり弱体化するとき、多くの場合、実際の経済力とは不釣り合いの過剰な世界通貨を
発行し始めるのが常である。過剰な世界通貨の発行は、覇権国の規律の無さによる無節操さの場合もあ
るが、歴史的には世界戦争の勃発による過剰流動性の増刷による場合が最も多い④。
　一般に、世界経済の過剰流動性は、まず天然資源の相対的不足をつくり出し、世界経済に成長の天井
をもたらす一方、その時代の「挑戦国」に歴史的巨大バブルを発生させる。なぜなら既存覇権国が、そ
の経済力と不釣り合いの世界通貨を発行すれば、最終的には、強い経済力をもつ挑戦国に最も通貨が滞
留し挑戦国は過剰流動性の体質を持たざるをえないからである。1920年代のアメリカや、1980年代の日
本は、輸出競争力が増大し、為替相場が増価する一方で、国内経済の成熟飽和に対応して、通貨だけが
増刷され、大量の資金が土地や株に対して投機をあおることになった。投機は資産インフレを生み、さ
らには、巨大バブルをっくり、バブルは容易に破裂することによって巨大不良資産へと転化する。不良
資産は、企業や家計に債務累積としての「バランスシート上のブラックホール」を発生させ、長期に渡
〔4｝コンドラチェフ長期波動と大戦争の関係は多くの人々によって指摘されてきたものであり、長波のピーク近傍での戦争が、大型バ
ブルを生み・そのバブル崩壊によって長期波動が形成される。戦争→軍備支出増大→バブル形成→バブル崩壊→長波出現の連鎖反応が
長期波動論における「戦争・革命仮説」である。
篠原三代平、『長期不況の謎をさぐる』到草書房、1999年、第一章参照
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って、投資と消費を抑制し、従って総需要を減少させる。挑戦国のバブル崩壊が、巨大な債務デフレと
なって、世界経済に不況の津波を巻き起こす時、世界経済のもっ外延的構造は縮小作用をもち、特にそ
れが、覇権国を直撃した時、世界的規模の大不況が発生する。
　今日の日本および世界経済の経済状況を学問的に最も適切に分析可能な思考構造は「コンドラチェフ
長期波動論」をおいてなく、1990年代以降、下降局面の下底を底這う挑戦国日本の不況は、パックスア
メリカーナの世界経済的内部構造の長波的矛盾として理解されなければならない。
　今日、先進国で物価下落が進行し、現実にデフレ経済を経験しているのは日本だけである。日本は、
1990年代を「失なわれた10年」として資産デフレや不良債権が深刻化し、銀行破綻や企業倒産、失業の
増大、マイナスのGDP成長など経済的閉塞感を脱しえないまま過ごしてしまった。このような現象は、
ともすると日本特有の個別不況が世界経済とは無関係に発生しているかのように考えがちであるが、そ
れは大きな間違いである。現代日本のデフレスパイラル的不況は、あくまでも、世界経済的内部構造の
長波的矛盾として理解されなければならず、そこには覇権国アメリカと挑戦国日本の世界覇権をめぐる
熾烈な相剋関係の外延的構造が存在するのである。
　すでに他の機会に述べたように、長期波動的循環理論を仮定することは、今日の経済現象を三つの視
点、すなわち、「反復性」、「構成性」、「対称性」において把握することを可能にし、また世界物価のコン
ドラチェフ的変動のクロノロジー（年代表）は図1のように概念図化することができるものとした⑤。
世界物価（Pw）
time
1896　　1910　　　1920　　1929　　1945　　1958　　1973　　1991　現在
L。ンドラチエフ皿＿L。ンドラチエフw」
図1
　図1は長期波動が時代的世界物価（Pw＝縦軸）の平均水準（＝Pw　Pw）を基準として、四局面（A～D）
に分割できるものと仮定されている。1896年から1945年までの波動は「コンドラチェフ皿」であり、
〔5） 註ﾎ四郎、三神俊信、毛馬内勇士、『累積債務と長期波動』世界書院、1998年、PP250－253参照
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1945年から現在までは「コンドラチェフIV」である。長期波動的分析視点のもつ「反復性」とは、一つ
のコンドラチェフ波動のもつ四局面（A～D）が次のコンドラチェフ波動においても、歴史的類似の同
位相局面として反覆的にA’～Dノ局面として生起するということである。従って、各局面はほぼ類似の
歴史的特質をもち、
　A≒A，、B≒B，、C≒Cノ、D≒Dノ
として理解可能であるということである。このことは、長波論が歴史的社会現象を機械的定型の画一的
理解のもとにさらす危険性があるとして、多くの人々は忌避するのであるが、しかし問題は逆であり、
かえって、歴史的類似の同位相的局面における反復性の認識こそが、「現在」という時代認識に対して客
観性を持ちきたすものと考えることができるのである。
　同様に長期波動論がもつ「対称性」も、循環論特有の恣意性を廃除する意味で、かなり有効な客観的
認識方法を与えるものと考えることができる。例えば、今回日本政府が現下の経済状態をデフレ下にあ
ると承認するのに、かなりの長時間を要し、時代がCノ局面からD’局面に変化していることを認めたが
らなかったのは単に日本政府の認識方法に長波論的思考形式が欠けていただけではなく、B’C’の長波
的上位局面性での政策判断を変えることが、政治的敗北になることを恐れていたからである。しかし、
1990年代初頭は、すでに日本はインフレの懸念よりも、デフレの懸念を強め、経済実体は、長波の上位
局面性よりも、下位局面性に大きく傾むいていたのであり、このことへの認識が政策当局にとって余り
にも遅れていたと云わざるをえない。長波論者にとって、長期波動の下降波における上位局面性から下
位局面性への対称的変化の基調的変化に対しては、他の経済学者よりもはるかに敏感な歴史的感覚を持
つものでなければならない。
世界物価
　Pw　Pw
（平均物価）
time
図2
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　一般に多くの長波論者は、長期波動がもつ「対称性」の特質に無関心であるように思える。図2はコ
ンドラチェフ波動の典型的ダイアグラムを示したものである。従来の長波論者は上昇局面と下降局面に
二分割するか、長期波動の特質に応じて四局面一繁栄、後退、沈滞、回復に分割するものでしかなかっ
た⑥。しかし、長期波動のクロノジー上の現時点を客観的に決定するためには、長波がもつ「反復性」の
特質のほかに、「対称性」の特質に着目することが、かなり有効な会析視点を供与するように思われる。
長波論者は、今日の日本経済の困難性を、1930年代のアメリカの困難性に対比し、そこに「歴史的反復
性」を見ると同時に、長期波動がもつ「経済的対称現象」の出現に着目することによって、現時点の波
動上の位置を決定する手がかりを得ることができる。例えば、図2において、c点とe点は、極端な物
価水準の対称性をもつ地点であり、c点は長波の上位局面性におけるインフレの極値である「上位転換
点」である。これに対して、e点は、下位局面性におけるデフレの極値を構成し、「下位転換点」を構成
している。またd点は、下降局面における中位転換点であり、上位局面性の経済的特質であるインフレ
（ないしディスインフレ）的物価水準からデフレ的物価水準への分岐点を意味している。従ってC局面
からD局面への変化は、下降局面の中位転換点dをはさんで、上位局面性の経済特質から下位局面性の
経済特質へと大きく変化しているのである。
　下位局面の中位転換点dは、「コンドラチェフ皿」（1896年～1945年）においては、金本位性復帰を誘
引とする挑戦国アメリカの債権国的バブル崩壊（1929年）が経済的対称現象としての中位分岐点を構成
し、また「コンドラチェフIV」（1945年～現在）においては、プラザ合意を誘引とする債権国日本のバブ
ル発生とその崩壊（1991年）が同様の経済的対称現象としての中位分岐点である。いずれも、その時代
の挑戦国が、「波動メーカー」として反覆的に重要な役割を担っていることに注目されねばならないし、
上位局面性から下位局面性への経済的特質が歴史の類似的バブル崩壊であったことにも注目されなけれ
ばならない。
　ところで、長期波動論が他の分析視点と異なるユニークさをもつのは、経済実体におけるD局面（又
はD’局面）の存在を仮定することであり、下降局面の下位局面性における経済的特質が通常の「平時経
済」とは全く異なる非常時的『カタストロフ局面』に突入する可能性を考慮に入れているからに他なら
ない。カタストロフ局面の経済とは、挑戦国の歴史的なバブル崩壊によって、世界的大不況発生の震源
が生まれるということであり、世界経済のシステム体制をおびやかす危機の可能性が発生することであ
る。
　長波におけるカタストロフ局面（DorD’局面）の下位局面性がもつ経済的危機の構造はいくつか列挙
することによって以下のように示すことができる。
①挑戦国という特定国のバブル崩壊が世界経済をカタストロフ型経済に変容させるためには、挑戦
⑥長波を四局面に分割した代表人物はシュムーペーターであるが、しかし、長期波動のもっ「反復性j、「対称性」の特質については
特別の注意を促がしてはいない。とくに、各局面が他の局面へと移行する変化基準については何も示されていないために、長波上にお
ける現時点が、客観的に判明しにくいものとなっている。われわれは、歴史的反復性と現象の対称性を加味することによって、長波上
の現時点を客観的に認識可能であると主張している。
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国の「債務デフレ」が覇権国や先進国、新興国に波及するだけの強い不況作用が働くことである。挑戦
国は貿易収支が長期に渡って黒字であり、最も顕著な債権国である。とくに挑戦国はその時代の衰退的
覇権国に対して多額の債権を保有し、バブル崩壊によって行詰まった金融的危機を打開するために、手
持ちの対覇権国債権を売却し、それによって不足する資金を賄おうとする。その場合覇権国の債券は値
崩れ現象を引き起こす可能性があり、金融の連鎖破綻を既存覇権国に誘発させる傾向をもつ。カタスト
ロフ型経済で最も恐ろしい事は、挑戦国のバブル崩壊による不況現象が既存覇権国に飛び火することで
あり、今日的状況においては、日本政府が保有するアメリカ連邦債が売却され、それで得た資金によっ
て日本の財政赤字を補填しようとする場合である。おそらくアメリカは日本政府が保有する大量の連邦
債の売却を阻止しようとするだろうが、日本の財政赤字が肥大化し、財源問題として日本政府保有の連
邦債売却による赤字補填が世論の大勢を占めるようになれば、日本政府は連邦債の売却に抗しがたくな
るだろう。アメリカの連邦債が日本の大量売却によって値崩れし、アメリカの金利が上昇した場合、株
価下落や総需要減退によってアメリカは不況局面へと後退し、世界市場は縮小化する共に、世界経済は
同時連鎖的に不況へと突入する危機的シナリオをもつことになる。これは、覇権国アメリカが、国内マ
クロ政策と対外経済政策の二律背反的矛盾状態に陥ち入り、外国資金流出を阻止するために金利を上昇
すれば、国内マクロ政策が不況発生的となり、逆に国内マクロ不況を回避しようとして金利を下げれば、
資金が流出し、対外経済政策が破綻する矛盾に陥ち入ることである。これまで覇権国アメリカが大量の
双子の赤字にもかかわらず、この二律背反的危機に陥ち入らなかったのは、日本が大量の連邦債を売却
しないという「非売化政策」を採用したからである。
　②挑戦国のバブル崩壊による資産デフレの影響を直接こうむるのは、挑戦国自体の金融システムで
ある。1991年の東京株価暴落は、1929年のニューヨーク株価暴落に匹敵する歴史的バブル崩壊であり、
日本の金融システムに与える影響は深刻である。金融危機とは基本的には、債権債務関係が破綻するこ
とであり、④貸したお金が返ってこない可能性、◎借りたお金が返せなくなってしまう可能性、◎貨幣
がタンス預金や貸し渋りによって、不活動化し、滞留すると共に、貨幣市場の循環過程で、貨幣が保蔵
的漏損となって、「流動性のワナ」が生じたり、取りつけや預金引出しなどの貨幣的撹乱によって経済実
体に収縮作用が生ずることである。
　金融機関が不良債権の発生によって、業務利益や自己資本を削って損失の償却に満てるために、債務
デフレがスパイラル的に大きくなって行く場合は、金融機関として立ち行かなくなり、破綻したり、業
務停止に追い込まれ、それが他行に波及することによって金融システム全体が、危機的になる可能性が
ある。
　③カタストロフ型経済の最も特徴的な現象は、バブル崩壊にもとつく不況克服のために、たび重な
る財政支出にもかかわらず、経済が上昇せず、膨大な赤字財政によって「財政破綻」の危機が発生する
ことである。「財政支出」は、現代経済社会においては、経済システムを安定化するための政策当局が手
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にする「Last　Resort」である。財政支出のための国債発行が、困難になったり、既発国債が破綻危機の
懸念によって売却され、値崩れしたり、あるいは財政インフレが発生し、物価上昇によって、金利が騰
貴すると共に、国債費が著しく比重を高める場合、もはやシステムを安定化するLast　Resortは行使さ
れえないこととなる。「財政支出政策」と「総需要拡大政策」との間に二律背反的矛盾作用が発生し、不
況を克服しようとして赤字財政のもとに積極的財政政策を採用すれば財政破綻の危機が深刻化し、財政
破綻を回避しようとして、積極財政政策を取り止めれば、総需要が減少して不況が長期化する。すなわ
ち、経済システムからLast　Resortが消失してしまい、経済は「ダッチロール化」し、不況と失業だけ
が、経済実体に放置されることになる。
　以上のように、長期波動のカタストロフ局面においては、覇権国の相対的衰退によって、挑戦国が債
務デフレを通じて、「過少需要的デフレ構造」の実体をもち、世界経済の内部的構造矛盾として「デフレ・
スパイラル」的作用が働き、世界経済システムにおける連鎖的危機の可能性が発生する。長期波動の中
で、「D（orD’）局面」は非常時的カタストロフ局面であり、右上りの上昇期における「平時局面」と
は根本的に異なる経済であり、従って「緊急的構造政策」を必要とする経済局面である。
（二）　カタストロフ局面と緊急的構造政策
　（二・一）　三種類の構造改革論
　長期波動が下降局面から上昇局面へと転換するためには、下位転換点で、何らかの「アウフヘーベン
カ」が発生すること、また同じことであるが、「促進的構造変動」という「構造改革」が経済社会システ
ム内で実現する必要がある。
　経済政策学において、構造的矛盾に触発された「構造改革」を最も体系的に論じている学者は日本で
は、赤松要教授である（7）。赤松要教授によれば「構造」とは、ドイツの経済学者ハルムスによって初めて
意識的に経済学に導入されたもので、種々なる部分が、ひとつの統一的な全体に結集されている態様を
意味するものと定義され、「構造変動」とは、各部分の動向が均斉的でなく、ひとつの部食構造の発展動
向が他の部分構造の後退動向をともなうような場合であり、「構造的矛盾」とは、諸部分の構成や比例性
ないし結合関係が調和的整合性をくずし、ひずみ現象ないし摩擦現象として歪曲されて存在している場
合である。従って、「構造改革」とは、経済社会生活体の構造矛盾を解消し、歪曲的ひずみを整合化する
と共に、生活体の各部分が正しい質的配合と量的配合をもつことによって、生活体の生活力を高めるよ
うにすることであり、また生活体の内在的構成体である個人や企業などが、生活情況へ正しく適応する
ようにすることでもある。従って構造改革とは、国家生活体の内在的構成要素が存在ゐ企しきをもち、
生活体における構歳ゐ良きをもつように既存生活体の質的、量的配合を改変し、生活体に高次の生活力
〔η ﾔ松要、『新訂経済政策論』青林書院新社、昭和41年、第5章構造変動と構造政策参照、以下で示される構造概念および構造政策
は、ほとんど赤松教授に負っている。
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を生み出すような「アウフヘーベンカ」を持ちきたすことである。
　赤松教授によれば構造政策とは、（1）補正的構造政策、（2）計画的構造政策、（3）緊急的構造政策の三っ
に分類される。補正的構造政策とは、構造的矛盾としてのひずみを補正し、経済の発展ならびに循環を
順調ならしめようとする政策で、例えば、総供給と総需要との構造的不均衡を是正するために財政支出
拡大によって、総需要を補正する政策や、産業構造の高度化政策、農地改革や財閥解体などの規制緩和
による自由化政策が含まれる。また計画的構造政策とは、国民経済の全体的整合を図りつっ経済発展を
企図するもので、産業構造の基盤を計画的に改革しようとする政策であり、綜合弁証法にもとつく全体
性原理の発動である。また緊急的構造政策とは、恐慌とか災害、戦争などのように急性的に発生する構
造的矛盾に対する政策であり、平時経済と著しく異なる経済状況を背景とする構造政策である。従って、
長期波動の下降局面における下位局面性としてのカタストロフ型経済における構造改革は、最も典型的
な緊急的構造政策に該当する。緊急的構造政策は、半ば補正的であり、半ば計画的であるが、かなりド
ラスティックな非常事態的政策行使を特徴とし、場合によっては、統制による市場メカニズムの中断を
含む政策行使である。赤松教授によれば、緊急的構造政策としての経済恐慌対策は三つに類型化される。
第一は拡大均衡化政策であり、第二は縮小均衡化政策で、また第三は、拡大と縮小の混合的均衡政策で
ある。
A”
B
A
C
（イ）タイプ1
　（拡大的均衡の構造改革）
B” C”
（ロ）’タイプ皿’
　（縮小を通じた拡大均衡）
A’?b’
　　　B’
（ロ）タイプH
（縮小的均衡の構造改革）
B
A
C
　　　　C’
（ハ）タイプ皿
（平行的均衡の構造改革〉
図3
今、構造改革を視覚的に理解するために、図3のような概念図を仮定することにする。この概念図に
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おいては、既存構造を円型（Round－type　of　Structure）とし、それより高い生活力をもち、より整合性
のある構造を三角型（Triangle　of　Structure）と仮定している。
　図3において（イ）タイプ1の構造改革は、「拡大的均衡の構造改革」と呼ぶべきものであり、この場合、
構造政策は、aA、　bB、　cCの方向にベクトル的拡大による補正を行うことによって「トライアング構造」
へと質的変化をし、より整合性のある構造改革が実現する。しかも、拡大均衡の構造改革においては、
構造変動に伴う質的変化の矛盾である「労働の排除」が回避され、拡大する各々のベクトルの方向に、
生産要素は雇用機会を拡大することができる。拡大的均衡の構造改革は、基本的には長期波動の上昇局
面、すなわち右肩上がりの経済（＝平時経済）において実現される構造改革であり、構造改革に伴う痛
みとしての労働の排除は存在しない。1960年代や1970年代の日本における石炭産業の構1造改革や農業の
減反政策、繊維紡績産業の構造改革などは、高度成長を背景として政府からの十分な財政援助を得て、
拡大的に調整されることが可能であった。この場合は、高度成長がセーフティーネットとして作用し、
構造改革に伴う労働排除の矛盾を容易に吸収するような新産業の拡大がいたる所に存在していた。
　っぎに、（ロ）タイプnの構造改革は、「縮小的均衡の構造改革」と呼ぶべきもので、この場合、構造政
策は、A’a’、　B’b’、　C’c’のベクトル的方向に縮小的な補正を行うことによって、「ラウンド構造」から「トラ
イアングル構造」へと質的変化をし、全体として倭小化した構造改革が実現する。この場合の縮小的均
衡の構造改革においては、質的変化に伴う「労働の排除」という矛盾の受け皿は何もなく、労働は非自
発的に失業するしか方法はない。この場は、構造改革によって失業や倒産が生じ、その犠牲によって整
合性が維持される。縮小的均衡の構造改革における中心的観念は、古典派的な市場至上主義的政策観念
であり、小さな政府と財政均衡主義、ないし民営活動による価格競争的市場主義である。このような政
策観念にもとつく構造改革は、長期波動のインフレ的上位局面性の経済においては有効であろうが、デ
フレ的下位局面性のカタストロフ型経済において実現される場合、恐慌やパニックが発生する可能性は
避けられない。1920年代から1930年代初頭に至るハーディング、クーリッジ、フーヴァーの歴代アメリ
カ「共和党大統領の政策観念」は、古典派的な市場至上主義であり、フーヴァーに至っては、大恐慌が
起っているにもかかわらず、縮小均衡的構造改革の政策を堅持し、パニックをますます深刻なものとし
たと云える。
　縮小的均衡の構造改革は、民間活動の自律的回復力に余りにも多大な期待をもつため、構造改革に必
要な「補整性1と「全体的計画性（＝統制管理）」が欠如しており、長期波動の下位局面性におけるカタ
ストロフ型経済で採用されれば、1920～30年代初頭の共和党大統領達のように失敗に帰せざるをえない。
1930年代初頭のフーヴァー大統領の経験は、今なお、重要な経験として、長波的歴史認識においては教
訓的な指唆を与えるものである。
　（ロ）’タイプH’の構造改革は、タイプHの変形であり、まず始めに「縮小的均衡の構造政策（タイプH）」
を行った後に、「拡大的均衡の構造政策（タイプll’）」を行うという二段構えの構造政策である。まず第
一段階では、A’a’、　B’b’、　C’c’のベクトル的方向に量的縮小を行うことによって、「トライアングル構造」へ
と質的変化する（タイプH）。このトライアングルは量的配合において綾小ではあるが、質的整合性を保
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持するものであり、第二段階で、A”a”、　B”b”、　C”c”の方向にベクトル的拡大をし（タイプll’）、第一段階
の矯小性を質的向上で補整することによって、拡大的均衡の構造改革を完成するのである。すなわち、
第一段階の量的縮小の配合を第二段階の質的向上で補整しているのである。
　タイプ皿は一般的にはタイプll’をめざして行なわれる構造改革であるが、第二段階の質的向上による
拡大的均衡の構造改革に進む前に、量的配合の縮小化作用によって経済が維持できなくなり第一段階で
失敗に帰する傾向が多い。例えば1925年におけるイギリスの旧平価によるポンド高レートの金本位復帰
は、デフレによる縮小的均衡の構造改革を引きおこし、物価・賃金の引き下げと失業を増大させ、ゼネ
ラルストライキを招く結果となった。他方、タイプH’の成功例は、わが国の1949年（昭和24年）にお
けるドソジ・ラインにもとつく縮小的均衡の構造改革であり、これは基本的には日本経済のインフレ的
経済基盤を背景として可能となったもので、長波的下降局面の下位局面性のようなデフレ的経済基盤に
おいては採用可能な政策とは考えられない。Ct松方財政”に関しても、ほぼ同様の解釈があてはまると
云えよう。
　（ハ）タイプ皿の構造改革は、拡大的均衡と縮小的均衡の混合タイプで、aA、　bB、　cCのベクトル的拡大と
A’a’、B’b’、　C’c’のベクトル的縮小の混合から構成されている。拡大と縮小のベクトル的混合とは、具体的
には「平衡的均衡」を求めることで、このような構造改革は、「平行的均衡の構造改革」と呼ぶことがで
きる。かかる構造改革は、既存構造がもつ質的ならびに量的配合を改変することであり、とくに「量的
縮小を質的向上で補整したり、また質的向上によって、量的拡大をする」ことによって、求むべき「ト
ライアングル構造」に到達しようとするものである。
　平行的均衡の構造改革は、拡大的配合を縮小的配合によって補整し、縮小的配合のタ委小化を質的向上
の拡大的配合によって逆補整し平行的均衡を同時的に保つと共に、民営化（規制緩和）と統制（規制な
いし計画化）によって全体的整合性を保つようにすることである。
　構造改革は、生活体における生活力の向上が伴なわなければならないのであるから、平行的均衡の概
念は決して「プラスマイナスゼnjという発想ではなく、「プラスマイナスプラス」という効果を生み出
すことが、本質的観念でなければならない。そのためには、規制緩和や民営化による市場メカニズムを
通じた効率化が活用されねばならない。また、生活体の全体的整合が、緊急的非常事態を背景として実
現されねばならないのだから、政策当局によるLast　Resortとしての“統制的介入”が全体的計画性の
もとに保持されていなければならない。
　平行的均衡の構造改革は政策主体のカジ取りの能力が最も重要視されるもので、かなり現実に精通し
ていなければ、平行的均衡の構造改革を具体化することは困難であろう。しかし、長波の下位局面性と
してのカタストロフ的経済における構造改革としては、この平行的均衡の構造改革が最も適切な改革理
論であり、推奨されるべき政策である。
　かくして構造改革を考える場合、長期波動の上昇局面（≒平時経済）での「構造改革」と、長波的下
位局面性におけるカタストロフ型経済（≒緊急時的経済）を背景とする「構造改革」では、調整の仕方
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が全く異なるものであり、基本的にこれら二っの構造改革は区別されるべきものでなければならない。
構造改革は大なり小なり「労働排除」の矛盾を随伴し、それに応じた対策が平行的に講じられなければ
「非自発的失業」が、雇用機会を見い出せないまま大量に放出されることになる。
　（二・二）　平行的均衡の構造政策とその具体化
　長期波動の下降局面における下位局面性には、経済的構造矛盾が、地雷のごとく各所に敷設されてい
るのが特徴である。
　図4は、長波的下位局面性のカタストロフ的底割れの下降要因を矢印によって列挙したものであるが、
長期の平均的物価水準を下回って、物価が下落する最初の要因は、バブル崩壊による「債務デフレ」の
発生である。世界経済で挑戦国的特徴をもつ国のバブル崩壊は、カタストロフ的縮小均衡の構造矛盾を
次々と発生させ、金融破綻、産業経済不況、財政破綻の潜在的危機へとその深刻さを強め、最終的には、
通貨価値の暴落によって通貨破綻に直面することである。2001年の今日、日本はまだ、この最終局面に
は到達していないが、財政破綻の危機的状況は目前に控えていると云えよう。
????????
Peak
バブル発生
　（デイスインフレ）
上位転換点　中位転換点　　　　下位転換点
L∴鞭1：1
Time
図4
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　しかし、この局面は、マクロ経済学的には、物価が下落し、デフレ的不況が進行していることで、消
費や投資が低水準にあり、総需要が縮小して行くことである。このような場合は、公的財政需要の拡大
によって、民間の消費や投資を補整するというのが通常のケインズ的経済政策である。ところが、長波
的下位局面性のカタストロフ型経済においては、すでに既存の財政赤字の累積によって、これ以上赤字
公債の発行が制限されねばならないほど、財政赤字が累積していることで、財政破綻の潜在的危機状況
が存在していることである。総需要の補整と財政破綻の回避という二律背反状況は、財政赤字の削減に
重点を置けば経済の不況が深刻化し、逆に総需要の拡大的補整に重点を置けば、財政破綻が現実化する
という背反的状況にあることである。従って政策の現実的当為は、古典的な財政均衡主義だけでも不十
分であり、逆にケインズ的積極財政主義も採用しえない。「平行的均衡の構造改革」という観点の基礎的
理念は、「量的縮小を質的向上で補整する」とか「質的向上によって量的拡大をする」と云うことであり、
歳出の徹底的な合理化による予算配分の組み替えや統合、廃棄、法令による規制緩和や撤廃によって、
生活力の活性化を質的向上によって創出すると共に、歳出全体を量的に縮小することである。おそらく、
歳出の縮小を通じて、経済に「拡大的アウフヘーベンカ」をつくり出す方策は非常に限定されたナロー
パスであるが不可能ではないであろう。例えば、徹底的な行政改革によって得た歳出の余剰を戦略的研
究開発に予算の配分を組み替えることによって、新産業の創出につなげ、効率の高い起業に成功するこ
とである。あるいは、各種の規制を撤廃し、民間企業の活動領域を広げるとか、非能率の官業を民間に
移譲することによって、量的縮小を質的向上によって補整するのである。これは単なる財政支出の縮小
的削減でもなく、また追加的な財政赤字の拡大でもない。
　今日、財政債務残高が肥大化していることは、逆に、財政支出の量的縮小を質的向上によって補整す
る余地がボリューム的に大きいことを意味し、徹底的な行政改革によって、質的向上のアウフヘーベン
カを高めることが可能である。
　財政問題の最大の課題は、すでに発行済みの巨大累積国債が、債券市場で価格の暴落の可能性にさら
されているということである。そもそも現代資本主義社会における経済の最終的安定は、財政支出の補
整的発動が維持されていることであり、構造的失業の増大に対して、大規模な財政支出が即座に取られ
る余地が確保されていることである・その財政支出が、国債価格の暴落的危機によって、これ以上国債
発行ができない状況にあるということは、その経済社会がすでにコントロール不能のダッチロール状態
にあることを意味する。従って、カタストロフ型経済といえども、経済の最終的安定のためには、是が
非でも、財政支出の補整的発動が、Last　Resortとして維持されている必要がある。
　経済理論的には、債券価格は利子率と反比例し、利子率が低下している限り、債券価格の下落は抑止
される。利子率はグローバル経済においては、総貯蓄と総投資の大きさによって決定されるが、デフレ
的物価下落の貯蓄過剰経済では、利子率の下落効果は大きく、上昇することはない。従って、カタスト
ロフ型経済の唯一の頼みの綱は、物価下落によるデフレ現象に対応して、赤字国債の発行の余地がそれ
だけ残されているということである。途上国のようなインフレで、総貯蓄が総投資よりも小さい国では、
利子率が上昇し、債券価格が暴落する危機に常に遭遇しているのに対して、今日の日本においては、利
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子率が低水準にあり、かつデフレであることは、政策的Last　Resortとして国債発行の余地がまだ維持
されているとみるべきものである。
　デフレ的物価下落と貯蓄増大がさらなる国債発行を可能にし、総需要の縮小的底割れに対して、財政
支出拡大で対抗する余地が残されているという考え方は、カタストロフ型経済の危機的状況を緩和する
ものであるが、だからと云って積極財政を継続的に採用すべきであるとは云えない。「平行的均衡の構造
改革論」では、財政拡大の余地をクッションとして、既発国債の累積債券が、売却されないための抑止
的ブレーキとして活用されるべきである。カタストロフ型経済にとって最も需要なことは、様々な市場
での投げ売り的行為をいかに抑止するかであり、売られたものを買い支えることによって、価格を維持
することではない。最も重要な事は「売らせない事」である。一般に「経済的破綻」とは、「市場で売り
浴びせを受けること」であり、例えば、財政破綻とは、国債が債券市場で売り浴びせられ、債券価格が
暴落することであり、金融破綻とは、預金の取り付けにあうこと（預金証書を売ること）であり、ま左
通貨破綻とは、インフレ的国内物価の上昇による通貨価値下落に対して、自国通貨を売って外国通貨を
手に入れることである。とくに国債発行は経済社会システムの政策的Last　Resortであり、緊急的事態
に対しては、国債の売却は政治的に抑止されたり、「統制的行政介入」によって禁止される場合もありう
るものでなければならない。
　「平行的均衡の構造改革」にとって、市場の規制撤廃による徹底的な自由競争の推進に対して、他方
のドラスティックな統制的行政介入による国債の売却抑止の手段は、カタストロフ型緊急経済状態にお
いて、必要不可欠のものである。歴史的にこれまで、国債に対する売却抑止ないし禁止は、緊急的構造
政策として何回も様々な諸国で採用されてきた。太平洋戦争中の日本の戦時国債発行は、われわれが知
る代表的なものであるが、アメリカも第二次大戦中、武器貸与法にもとつく巨大軍事支出を、国債発行
で賄なったにもかかわらず、利子率を1937～48年の12年間に1％の低水準に据え置くことによって、
国債の売却を抑止したのである。1980年代後半以降、日本政府は巨額のアメリカ連邦債を保有していな
がら、ドルの減価もにかかわらず、今日なおその売却をアメリカから差し止められているのが現実であ
る。今日、日本の場合、国債の90％以上の保有者は、日本人であり、大半は日本の金融機関である。財
政破綻の可能性いかんによっては、国債に対する売却の抑止は平行的構造改革のドラスティックな「戦
略的行政介入」として政策のLast　Resortを構成するものでなければならない。国債の売却に関して抑
止的介入が実際に発動されるかどうかは、処理すべき不良債務残高の大きさと縮小的構造改革が生み出
す失業の大きさに依存し、平行的均衡の構造改革による「質的向上」の拡大効果をそれらが上回るもの
であれば、カタストロフ的混乱を避けるために、ドラスティックな介入的抑止の政策が必要とされよう。
今日の日本の累積債務残高の存在量は公私合算すれば、1，000兆円に達するものであり、そのうちの大半
が債務不履行に陥ち入る可能性が高いものとみられている。金利が1％上昇するだけで、立ち行かなく
なる地方政府や破産企業が続出し、デフレ的縮小均衡の経済矯小化に伴う失業の増大は避けられないで
あろう。
　国債に対する売却防止策というドラスティックな政策採用に対しては、強い反対と抵抗が存在するこ
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とは明白である。しかし、1930年代にアメリカで発生した長波的下位局面性のカタストロフ経済がどの
ような経路で終息するに至ったかを考えれば、その必要性は明らかである。一般に1930年代の不況脱却
は、ルーズベルト大統領の「ニューディール政策」と金価格引上げによる「金本位制の離脱」などであ
ると考えられているが、それらは間接的な上昇効果をもったとしても、直接的には、第二次大戦による
軍事支出拡大とい5”巨大財政赤字”にあったことに着目されねばならない（8）。軍事支出に伴う巨大財政
赤字にもかかわらず、アメリカが1937年以来48年までなぜ金利を1％の低水準に据え置くことができ
たかは、背景として世界大戦という緊急的事態の存在が考えられるが、むしろ決定的な要因は、武器貸
与法による対欧州向け武器輸出が、アメリカに「巨大対外債権」を生み出し、財政赤字による国債発行
の債務累積を平行的に均衡化していたからである。国内の財政赤字の累積を巨大対外債権によっで‘平
行化”し、金利1％という低水準に維持し、国債価格の下落を抑止することが可能であったものと解釈
されなければならない。1937～48年の12年間という長期にわたって、金利を1％に据え置き、軍事支出
による巨大財政赤字を武器輸出による対外債権で平行化する構造改革こそが、1930年代から40年代にか
けてアメリカが経験した長波的下位局面性のカタストロフ型経済に対する本筋の回復策であったのでは
ないだろうか。
　今日、日本が抱える銀行の不良債権額や政府がもつ累積的公債発行残高はGDPの2倍以上に達し、
正にカタストロフ型経済のただ中に日本経済は存在していると云える。日本中のあらゆる債券が金利上
昇に対応して売り浴びせられた場合、その価格は暴落し、文字通り日本経済はカタストロフ的混乱を経
験するだろう。そのようにならないためには、アメリカの1930～40年代の長波的下位局面性の脱出経路
に学ばねばならない。
　今日、日本が武器輸出によって、対外債権国になるべきだなどと云うつもりは毛頭ないが、しかし、
平和産業のもとで技術革新を中心とする巨大新産業の創出によって、60～80年代よりも一段と高度化さ
れた輸出黒字国に構造変動し、国内の不良債権を平行的に均衡化する対外債権国に再び挑戦すべきであ
る。
　日本がもし最悪のカタストロフに見舞われる場合、何が起きるかと云えば、銀行や保険会社、年金基
金などが、国家の債務不履行の可能性を不安視し、国債購入を差し止め、保有する国債を売却すること
によって、一斉に資金を海外へ移し始めることである。1997～98年もアジア通貨危機は、これらの諸国
に投資されていた外資が、一斉にタイや、インドネシア、韓国等から逃げ出したのであり、これら諸国
は基本的には“対外債務国”であり、カタストロフ的混乱に対する平行的対抗策を何も持ちえていなか
ったからである。1930年代初頭の中部ヨーロッパ（ドイツ、オーストリア、ハンガイリー等）の金融恐
慌も全く類似のメカニズムで発生したものであり、ここにも歴史的長波の反復性が見られたのである。
　日本は今日なお、“対外債権国”であり、国債保有者の大半は外資ではなく、目本の金融機関であるた
（S）コンドラチェフ（皿）の上昇要因が実際にどのような要因であったかは、研究者によって異なるが、一般的には、①技術革新、②金
価格引上げ（金・数量仮説）、③ニューディール政策（とくに財政均衡主義からの離脱）などが挙げられるが、上昇面を創り出した主
要要因は、「武器貸与法1と「第二次大戦」であると主張しているのは、長波論者のN，Hメージャーである。
Nathan　H，　Marger，　The　Kondratieff　Waves，　PP－134－135
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めドラスティックな介入的抑止に対して効果的に機能する国であり、Last　Resortの政策が採用できる能
力をもつ国である。
　ともあれ、今日の日本にとって「平行的均衡の構造改革」にもとつく政策的指導理念とは、技術革新
や新結合によって、巨大新産業を創造し、輸出競争力を高めることによって、対外債権国の地位を一段
と高度に確立することで、それによって国内の累積した債務残高による“経済的ゆらぎ”を平行的に抑
止することである。
　図5は、1930年代～40年代にかけての長期波動におけるアメリカの下位転換点の「アウフヘーベンカ」
を上昇矢印によって列挙したものである。
????????　　　t
（平均的物価水準）
????????
　　　　　　i
　　　　　　　：
①観念一秩序一実体の構造変化
Time
中位転換点　　下位転換点　　　　　　中位転換点
　　i　　i　　　　i
　　l　　　　　L－一一一上昇局面一一一一l
　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o
　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o
　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ
　　L－一一一一一．一一一下位局面一一一一一一一一一一一」
　　　　　　　　　　　　　　　　図5
　長波論の中心論議の一つは、下降局面での後退する動向を食い止め、成長発展への転換力もつために
は、生活体における「観念一秩序一実体」の三階層にわたつ構造改革が不可欠であるということである。
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この場合の「観念構造」の改革とは、政策当局の主体性の改革であり、“覇権交替”という広い意味での
政権交替を含むものでなければならない。既存秩序のもとでの官僚主導的「政官業」の癒着が打破され、
「秩序構造」としての新体制が打ち建てられるとき、「実体構造」は飛躍的に変化し、構造改革に具体性
が与えられる。長期波動の下位転換点では、既存の政治経済的国家体制ないし国家システムが、覇権的
存立の選別的淘汰作用を受け、既存システムが、瓦解すると同時に覇権の交替として、新しい主体性を
もつ観念のもとに新秩序が形成される必要がある。1930年代末から40年代にかけては、既存のイギリス
中心の「植民地主義的エンパイヤL－一一システム」や、ドイツ、目本の「軍国主義的エンパイヤーシステム」
が淘汰瓦解し、アメリカ主体の「自由主義的グn・一バルシステム」が打ち建てられることになった。自
由競争的市場価値重視のアメリカの政治観念的秩序体制は、技術革新を次々と生み出し、高付加価値の
巨大新産業を創出することによって、生活体における既存の実体構造を大きく変革した。技術革新には
兵器の高性能化も含まれ、アメリカは武器貸与法による対欧州武器輸出によって、第二次大戦中、「対外
債権国」として飛躍的に覇権国化し、国内の不良債権を並行的に均衡化するほどの安定した経済力を打
ち建てることができたのである。そもそもアメリカのもつ構造決定要因としての政治、経済精神、科学
的技術などは、他の諸国と比べて相対的に優位性をもち、「パイオニア的外延的構造」を世界経済に対し
て持つものであった（9）。　　　　　　　　　、
　1933年の金価格引上げは、1オンス＝20．67ドルから1オンス＝35ドルへと約70％の上昇をもたらす
ものであったが、この金価格引き上げは、アメリカの「対外支払準備」を充実させ、相対的に対外債権
国としての地位上昇効果をもち、通貨面からアメリカ経済を一層安定化するものであった。武器貸与法
にもとつく武器輸出による対外債権国化や、技術革新による巨大新産業の創出、また金価格引き上げに
よる対外支払準備の充実、さらには長期に渡る公定歩合の低位据え置き等が、本格的な財政主導の成長
政策の採用を可能にし、50年代へと上昇波動を歩み始めたのである。
　アメリカは、1929年のバブル崩壊を契機として、1930年代を通じて、「債務デフレ」や「多額の不良
債権」、「金融破綻1、「古典派的財政均衡主義」、「流動性のワナ」、「保護主義とブロック化」、「為替切下
げ競争」、「金本位制の崩壊」、「デフレスパイラル」、「労働排除の矛盾としての大量失業」、「合成の誤
謬」など様々な経済的課題に直面し、縮小均衡的下位局面性から脱出するのに長い間苦渋をなめたので
あるが、日本は今日まさに、当時のアメリカと同じようなカタストロフ型経済に直面していると云えよ
う。
　長期波動論的分析視角のもとに、1930年代のアメリカの経験から学び、今日の日本経済への政策的提
言をするとすれば以下のような諸点が指摘されよう。
　①まず第1にアメリカは1930年代の経済的困難を通じて、「観念一秩序一実体」の三階層における構
造変化を成し遂げた。まつ観念構造において植民地主義や軍国主義、ましてや社会主義的官僚統制など
に墜することなく、「自由市場主義的グローバリズム」の国家生活体を築き、世界経済に「パイオニア的
c9） ﾔ松要、前掲書、　P276参照。構造決定要因として、①民族、②領域、③技術および科学、④経済精神、⑤政治の五っの要因がある
としている。
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性格の外延的構造」を樹立した。アメリカはもともと経済精神や科学的技術においてパイオニア的気風
の強い国であるが、政治的主体性において自由市場主義を本文とし、個人の自由な創意を無限に開放す
ることを尊重する国である。これに対して日本は、第二次大戦後、途上国的後続国として「キャッチ・
アップ的性格の外延的構造」のもとに、「生産力価値説」にもとついた、官僚的行政介入によって、補助
金や税制上の優遇策を行使し、「傾斜生産的産業政策」を通じて、経済供給サイドの拡充をはかったので
ある。敗戦直後の生産力の破壊と物的基礎の不足による過少生産構造の矛盾に対しては、傾斜生産的産
業政策と官僚主導的行政介入による補助金や税制上の優遇は、「キャッチ・アップ的性格の外延的構造」
には有効に作用する政策であった。しかし、1970年代初頭頃から、日本はすでにキャッチ・アップを終
了し、成熟的飽和経済に達していたにもかかわらず、官僚主導的行政介入によって国家生活体を規定づ
け、至る所に官僚的統制の阻止的矛盾が発生し、非効率的高コストと利権の体質をつくり出すことにな
った。キャッチ・アップ的性格の外延的構造に有効であった「観念一秩序構造」がすでに実体にそぐわ
なくなり、あたかも社会主義的官僚体質の阻止的矛盾となって、社会生活体の成長発展を著しく阻害す
るものとなっている。
　ここで注意すべきは、途上国的なキャッチ・アップのための統制的介入と、国債市場の安定をLast
Resortとして維持するためのドラスティックな国債売却抑止策としての統制とは厳密に区別されるべき
ことである。前者は、生活体への全面的な「観念一秩序」構造における統制的行政介入であるのに対し
て、後者はカタストロフ的緊急事態を背景とする極限的な戦略政策であって、経済安定化のための一時
的政策手段にすぎないことである。
　いずれにせよ、日本は今日的経済状況に対して、後続国的キャッチ・アップにもとつく規制残存的閉
鎖性の官僚支配的な「観念一秩序」構造を脱して、パイオニア的性格の自由市場主義的グローバリズム
にもとつく　「観念一秩序」構造へと生活体を根本的に改変し、実体構造を大改革せねばならないと云え
る。
　②第二に、平行的均衡の構造政策で最も重要視されねばならないものは、自由な市場競争によって調
整的に縮小化せざるをえない生産要素（とくに労働）を、質的向上によって拡大する分野へと量的配分
を変えることであり、この際、技術革新による「巨大新産業の創造」が、強く望まれることになる。1930
～40年代のアメリカは、家電製品、自動車、高速道路、ナイロン、医薬品等の化学製品、金融と不動産、
軍需産業へと次々と新産業を創造し、労働の量的配合を変えると共に、輸出増大による「債権大国」へ
と経済力を増大させることによって、1929年のバブル崩壊で生じた資産デフレや不良債権による経済的
不安定さを平行的に均衡化し、本格的な財政金融政策の発動を可能にする経済基盤を形成したのであっ
た。今日、日本が最も望まれることは、技術革新によって巨大新産業を創造することであり、「科学技術
立国」として大学、政府、民間の連携のもと、これまでの重厚長大ベースの既存産業的構造から、知識
集約的革新の産業開発によって、質的向上に伴う高度巨大産業を創出し、再度、“対外債権国”へと遭進
し、かってのアメリカと同様、バブル崩壊で生じた資産デフレや不良債権による経済的不安定さを、対
外債権によって平行的に均衡化し、本格的な財政金融政策の発動を可能にする経済基盤を形成する必要
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がある。
　平行的均衡の構造政策で最も重要なことは、巨大新産業の技術革新を通じて、世界的な黒字債権国を
実現し、それによってバブル崩壊の累積債務を平行的に均衡化するということである。長期波動論でた
えず論議されているように、もし新産業の技術革新が微弱で長期下降から上昇へと転換する能力を革新
が持ちえなかった場合どうなるかという問題が残されている。
　長波論者はいつも最終的にシュムペーター一一的な技術革新に期待を寄せることによって問題を解決した
かのように振る舞うのであるが、それが上昇への転換能力を持ちえなかった場合どうなるかについては
余り議論されていない。1930～40年代のアメリカの経験で、革新的新産業である家電産業、自動車、化
学産業等よりも、軍需産業の果す役割がはるかに上昇転換能力として大きかったとしたならば、その結
果は残念であったとしか云いようがない。軍需産業は新産業ではなく「巨大既存産業」かもしれず、単
に「戦争」ということだけがイノベーションであったとするならば、第二次大戦は十分に悲惨な出来事
であったと云えよう。問題は技術革新による新産業が、長期上昇への転換能力として不十分な場合、ど
うなるかということである。そのような場合は、既存産業の輸出増大の促進しかありえず、「為替切下げ
競争」や「保護貿易」、「貿易摩擦」などと世界経済は縮小均衡の構造改革となって悲観的可能性が強く
なり、上昇への下位転換点は消失してしまわざるをえなくなるであろう。今日、「IT産業」が長期波動
の強力な上昇転換能力として期待されているのであるが、もし、それほど強力でなく、日本にとって、「平
行的均衡化能力」に乏ぼしいとすれば、事態はかなり深刻で、平行的均衡の構造改革は縮小的均衡の構
造改革へと転化する危険性があり、国債売却禁止のドラスティックな統制的介入が発動される可能性が
大きい。
　③第三はカタストロフ型経済における金融政策についての長期波動論的見解である。一般に長期波動
的上昇の需要側における下位転換能力として、金鉱の発見や金価格の引上げが主張されてきた。数次に
わたるコンドラチェフ長期波動の下位局面性の特徴は、デフレ的物価下落と反比例する金価値の上昇で
あり、それに伴う金の増産と金鉱の発見であった。金の公定価格が一定であるとき、物価の逆数として
「金価値（Value　of　Gold）」は示され、物価下落期には、金価値が上昇することになる。従って、デフ
レ期には、金を保有することが有利となり、産金業者は金の増産を必然的に促進することになる。金数
量の増大は、貨幣市場で低利で豊富な貸付け資金の入手可能性を拡大させ、金利を低下させると共に、
大規模な公共的インフラ投資や基本的資本財の巨大建設プロジェクトを可能にし、これらを動因として、
需要サイドから長期波動的上昇の下位転換が可能となるのである。
　アメリカは、1934年に金の公定価格を20．67ドルから35ドルへと引き上げたのであるが、金価格の上
昇は、あたかも金鉱が発見されたごとく通貨量が増大し、国債流動性を大ならしめる効果をもつもので
あった。しかし、金の公定価格の変動は、ヨー・一一ロッパ通貨価値の相対的下落を意味したため、ヨーロッ
パ通貨は金に交換され、通貨価値の安全なアメリカへと逃避したのであった。ヨーロッパからアメリカ
への金および資金の流出は、アメリカー国に金偏在をもたらし、アメリカは、金集中によって、巨大金
保有国となったのである61930～40年代にかけてアメリカが偏在的に巨大金保有国となったことは、二
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つの経済的効果をもつものであった。一っは、金流入によって、あたかもアメリカは巨大金鉱を掘り当
てたかのように、通貨量が増大し、貨幣市場で、低利で豊富な資金が入手可能となったことである。さ
らにもっと重大な第二の効果は、大量の金保有がアメリカの実質的対外支払準備を増大させ、金融面か
らアメリカを相対的に“対外債権国”へと変貌させたことである。このことは、技術革新の巨大新産業
の創造による供給面からの「債権国化」と同じ効果をもち、通貨面から、バブル崩壊の経済的不安定さ
を平行的に均衡化させ、本格的な財政金融政策の発動を可能にする経済的基盤を形成する要因となった
のである。
　1930年代、アメリカ経済は、投資機会が少なく貨幣ストックは増大し、低金利で、債務デフレが進行
する、典型的な“流動性のワナ”に陥ち入り、金融政策が無効の状態となった。一国の経済が流動性の
ワナ状態に陥ち入る原因は、複合的なものであるが、流動性のワナが発生することは、市場でカタスロ
トロフ現象が発生する前兆作用とみることができる。債務デフレによって、取引的動機にもとつく貨幣
需要は少なく、ゼロ金利のもとで、資金が遊休化し、ジャブジャブの運用資金が、債券購入という投機
的動機の貨幣需要を構成することになる。
　経済が流動性のワナから脱出するには、「インフレターゲット」にもとついて、金融の量的拡大を促進
させ、物価を一定率で上昇させるべきであるという考え方があるが、これは余りにも技巧的であり、錬
金術師的発想であると云わざるをえない（ゆ。確かに長期波動の下位転換点は、金鉱が発見されることに
よって、金数量の増大が生じ、貨幣が需要面から上昇転換を促進する役割を担ったのであるが、しかし
1934年のアメリカの金価格の引き上げ（≒金鉱の発見）に典型的にみられるように、単に通貨量が増大
し、低利な資金が貨幣市場で大量に入手可能となっただけなのではなく、それがアメリカの実質的対外
支払準備を増大させ、相対的に“対外債権国”へとアメリカの外延的構造をアウフへ・一一ベンし、平行的
均衡化能力を著しく高めることによって、本格的な財政金融政策の発動へ向けた経済的基礎を準備した
ということである。
　経済が流動性のワナに陥ち入っているときに、金価格引上げによる貨幣数量の増大によって、低利の
資金が貨幣市場に豊富にあふれたとしても、ただそれだけで長期的上昇への転換能力を強める役割を担
っているかは疑問とせざるをえない。周知のように、金融政策が無効となるのは、LM曲線が水平とな
るか、IS曲線が垂直となる場合である。1930年代のアメリカはこれら二つが同時に成立していたので
あり、単なる通貨の量的拡大が、経済の好転をもたらしたとは考えられない。むしろ重要なのは、金価
格引上げが、アメリカの実質的対外支払準備を増大させ、金融面から黒字債権国へとアメリカをアウフ
ヘーベンさせ、さらには武器貸与法による対欧州向け武器輸出や技術革新による新産業の創造が加わる
ことによって、はじめて拡大均衡的構造改革への経路へと脱出できたものと考えるべきである。重要な
ことは巨大対外債権国となることが、平行的均衡化能力を高め、「流動性のワナ」や「不良債権残高」、「財
｛1°）「インフレターゲット論」は様々な識者が主張するところであるが、その要点は、日銀引き受けの国債を発行し、それを財源に、
減税や公共投資を行ない、インフレを発生させ、実質金利を低め、投資を刺激したり、債務の実質物価を下落させることである。しか
し、われわれが云う「平行的均衡化能力」が不足する日本において、先蒋的たインフレを誘発することは、かなりリスクの大きい政策
採用だと云わざるをえない。
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政破綻危機」、「債務デフレ」などの長波的下底要因を平行的に帳消しにしてしまったということである。
　同様に、今日の日本の金融政策を考える場合、量的緩和による紙幣の増刷が単純に長波的上昇への下
位転換点を形成するものとは考えられない。円の増刷をいくら拡大したとしても、金融政策が無効であ
り、流動性のワナが存在する限り、消費も投資も所得も増大することはなく、従って物価も上昇せず、
名目値と実質値の乖離をうめ合わすこともできないであろう。金融の量的緩和の最大の目標はインフレ
によって、資産価値を上昇させることであるが、インフレは、日本の平行的均衡化能力が向上した後で
採用される本格的財政金融政策の拡大によって、従属的に発生するもので、先行的に目標とすることは
本末転倒の感をぬぐえない。今、日本が先ず行なわなければならないことは、平行的均衡化能力を高め
ることで、金融の量的緩和による単なる円の増刷ではない。
　④日本の「平行的均衡化能力」を高めるという観点から金融の量的緩和を考えるとすれば、それは「為
替レートの切下げ」効果によって輸出を増大させ、貿易黒字を拡大させることである。自由なグローバ
ル経済において、流動性のワナに陥ち入っている日本は、相対的に金利が世界の平均金利より低く、従
って円の量的緩和は、資金の海外流出を招き、円の為替相場を切り下げる効果をもつ。円価値の低下は
輸出を促進し、対外黒字を拡大する効果をもつことは一般に知られたことである。
　1930年代のカタストロフ型経済で世界経済を最も混乱させた問題の一つは、各国間の為替切下げ競争
であった。為替切下げは近隣窮乏化政策であり、他国の犠牲において自国の輸出を伸ばす政策として批
判された。
　今日、日本経済が意図的に金融の量的緩和によって為替相場を切り下げるとすれば、アメリカをはじ
め、アジア諸国は、日本を激しく批判することになるだろう。日本が為替ダンピングまがいの輸出拡大
策を取ることはほとんど不可能であり、為替市場で一定の国家意志にもとついて相場水準が決まるとも
考えられない。従って、為替切下げによる平行的均衡化能力の上昇は今日、ほとんど不可能な対外政策
と考えるべきである。
　1985年のプラザ合意以来日本の「誉め殺し的円高相場」は1ドル≒80円まで上昇した後、今日（2001
年9月）1ドル≒120円の水準にある。120円の相場水準が高いか低いかは相対的なものであるが、1985
年（≒240円）以前と比べれば、円高水準にあることは変りない。一般に円高は、輸出品価格をドルで測
れば上昇させ、輸入品価格を円で測って下落させる作用をもつ。ドル表示の日本物価は上昇し、世界で
最も割高な為替相場をもつ日本は、ドルで測れば世界で最も物価の高い国となる。
　プラザ合意以来の円高は日本の産業構造を根本的に変革し、ドルで測ったコスト高（特に人件費）を
嫌って、多くの産業が、中国を中心とするアジア諸国へ直接投資を通じて日本から流出して行った。
　プラザ合意による超円高は、生産拠点を急速にアジアにシフトさせ、日本は空洞化することとなり、
実質的に平行的均衡化能力を喪失することになった。アメリカは30年代から40年代、50年代へと対外
債権国化し、ドル高であったにもかかわらず、ドル不足を招くほど輸出黒字の期間が長期間継続したの
に対して、日本は、人為的に超円高となり、短期間に産業の大規模な空洞化を誘発してしまった。円高
が余りにも急激で、高すぎたとも云えるが、超円高を招かざるをえなかったほど、当時の日米間には、
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経済覇権をめぐる熾烈な経済的相剋の歴史弁証法的対立が存在したと云える。
　1ドル≒80円の超円高は、ドルで測って、日本を1夜にして、世界の大金持ちにすると共に、生産コ
ストも飛躍的に上昇し、日本の生産要素を用いて製造される製品の世界市場価格は、著しく騰貴し、企
業家は採算が取れなくなり、日本の生産基盤を一斉にアジアへと移転せしめることになった。超円高に
よる交易条件の有利化が何を意味するかと云えば、日本は自分で勅を造るよりも、外国から購入した方
が、はるかに有利であるということであり、世界市場のメガコンペティッションや価格破壊を通じて、
輸入品を易く入手することができるようになるということである。同時にまた、今まで、雇用や所得創
出の源泉であった生産基盤がアジアへと流出して行く結果、日本は産業の空洞化という「過少生産構造
の矛盾」を抱えることになり、生産基盤を喪失せざるをえなくなる。この場合、過少生産構造の矛盾と
は、終戦直後の絶対的な物的基礎の喪失ということではなく、物は豊富に存在するのであるが、ほとん
どが「メイドインアジア」であるということである。日本は超円高以来、「生産力価値説」ではなく、「交
換価値説」にもとついて政策を運営してきたと云えるが、超円高は外国産輸入財を安く大量に購入する
チャンスを提供し、輸入を通じた流通過程を徹底的に規制緩和することによって、まだまだ日本は実質
所得を高めることができる。
　超円高経済においては、価格破壊的なデフレ的物価水準がセーフティネットとして機能することは明
らかである。右肩上がりの長波上昇局面での構造改革に伴うセーフティーネットが、新規成長産業の創
出であるのに対して、長波下降局面でのカタストロフ型経済の構造改革に伴うセーフティーネットが産
業空洞化を伴うデフレ的物価下落であるというのは、長期波動分析における皮肉な対称性の特質を示す
ものであるが、インフレターゲット論にもとつく、意図的なインフレ創出は、カタストロフ型経済にお
いては、セーフティーネットをはずすことを意味するものと云えよう。また超円高のもとにおけるデフ
レ的物価下落は、交易条件を有利化し、一単位当りの輸出が相対的に多くの輸入と交換されることであ
るから、平行的均衡化能力を高める一面をもつ。低廉な輸入品が大量に入手可能であることによって、
物価が下落し、円の実質的購買力が高まることは、一つには国民にとって実質所得の増大であり、もう
一つは、円高で一旦上昇した輸出品価格（ドルで測った）を引き下げる効果をもつ。しかし、超円高に
よる平行的均衡化能力は早晩消失する運命にあると云わざるをえない。なぜなら、超円高は、目本の産
業基盤を不可逆的にアジアへと移転させると共に、低廉な輸入品の増大が、日本の貿易収支を赤字に転
化させ、やがて為替レートの円安によって事態は反転してしまうからである。貿易収支の赤字転化が円
安を誘発し、物価上昇への引き金となった場合、日本経済は一挙にカタストロフ的破壊をこうむる可能
性がある。日本経済の今日的危機に対して、時間はいつまであるのかと云えば、“貿易収支が黒字である
間”というのが正確な答であろう。貿易収支の黒字は対外債権国化の基礎であり、平行的均衡化能力の
土台であるからである。
　⑤日本は明治維新以来これまで、欧米諸国の優れた文物を受け入れ、いかにこれらの諸国にキャッ
チ・アップするかという政策的観念のもとに営為努力してきた。このよう日本経済の発展パターンは雁
行形態的経済発展」と名づけられ、外国からの輸入（＝M、Importt）をいち早く自前の国内生産（＝P、
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Production）に切り替え、それらをいかに輸出（＝X、　Export）できるようにするかというものであっ
た。第二次大戦後の経済発展も同様のパターンの繰り返しであり、1970～80年代にかけて日本はほぼそ
の目的を実現し、貿易収支の大幅黒字を経験すると共に、「対外債権国」へと飛躍したのであった。この
模様は図5－1に示すように「M－P－X」の三線の交錯として示され、「キャッチ・アップ的雁行パターン」
と呼ぶことができる。史上まれな対外債権国に飛躍した日本は、プラザ合意以来、大幅な円高を経験し、
その後1ドル≒80円という超円高を向かえることによって、日本からアジアへと直接投資が流出し、産
業基盤の大半が移転することとなった。1990年代から今日まで、移転先のアジアから対日本向け低価各
製品が逆輸入（＝＝M’）として大量流入し、親元の日本製品は、国内生産（＝P）も輸出（＝X）も低下
するという空洞化現象が発生し、図5－2に示すような三線の交錯「P－X－M’」をもつ「空洞化的雁行パ
ターン］へと変化している商品カテゴリーは、鉄鋼、綿製品や家電製品を中心とする「A商品」であり、
かっての主要な日本の輸出商品である。今やこれらのカテゴリーA商品は、超円高の作用により低価格
で日本に逆輸入され、日本に在住する競合的同質化製品は壊滅的打撃を受け、産業の廃棄的運命にある
と云える。
??．??ー???
　　　　1970年代1980年代
（キャッチ・アップ的雁行パターン）
図5－1
????ー???
　　　1990年代2000年代
（空洞化的雁行パターン）
　　　　　図5－2
図5　各種雁行パターン
????ー???
2000年代
　　（革新創造的雁行パターン）
図5－3
　1930年代、アメリカは繊維紡績産業や鉄鋼業（これらは当時のカテゴリーA商品）について、第三市
場とくに中国を中心とするアジア市場で日本と競合する相剋的同質関係をもつに至ったが、アメリカは
40年代、50年代へと「革新創造的技術開発」によってカテゴリー「B商品」（と当時の自動車、家電製
品、ナイロン等の化学製品）へと高度化し、対外債権国的地位を確立すると共に、「平行的均衡化能力」
を高めたのである。もし、1930～40年代のアメリカから今日日本が何かを学ぶとすれば、図5－3に示す
ように革新創造的技術開発によって、カテゴリーA商品からカテゴリーB商品へと新産業を創造し、図
5－3に示すような「革新創造的雁行パターン」へと産業構造を改革することである。カテゴリ・一　B　ne品は、
今日、IT、金融ハイテク、バイオ、ナノテクノロジー、超電動、医療ビジネス、宇宙開発など21世紀
型の「プロダクトイノベーション」でなければならず、新たに高度化された対外債権国的地位の確立と、
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平行的均衡化能力を高めるものでなければならない。そうすることによってのみ、真にカタストロフ型
経済のゆらぎから日本は脱出し、世界経済の中で再生すると共に、本格的な財政金融政策が発動される
基礎が確立し、上昇転換へと歩み始めることが可能となるのである。
（けまない　ゆうじ）
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